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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第111期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第110期

会計期間

自 平成20年
   ４月１日
至 平成20年 
   ６月30日

自 平成19年
   ４月１日
至 平成20年 
   ３月31日

売上高 (百万円) 13,812 47,772

経常利益 (百万円) 1,014 1,895

四半期(当期)純利益 (百万円) 514 1,451

純資産額 (百万円) 19,768 19,431

総資産額 (百万円) 35,815 34,209

１株当たり純資産額 (円) 430.32 422.96

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 11.21 31.59

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 55.2 56.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,142 1,094

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △102 347

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,994 △637

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 1,839 2,078

従業員数 (名) 734 718
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれてる事業

の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、派遣社員は含まれておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、派遣社員は含まれておりません。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名)
734

(1,491) 

従業員数(名)
468

(133) 

─ 3 ─



第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

製粉及び食品業 10,513 

合計 10,513 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

製粉及び食品業 12,152 

外食事業 1,586 

その他の事業 72 

合計 13,812 

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

三菱商事㈱ 7,348 53.2

２ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の高騰による企業収益の減

少や、物価上昇に伴う個人消費の鈍化が懸念され、景気に減速感が強まる展開となりました。 

製粉業界におきましては、小麦粉需要が伸び悩むなか、外国産小麦政府売渡価格の昨年２度に亘る改

定に引き続き、本年４月１日にも30％の値上げが実施されました。 

外食事業におきましても、中食産業との厳しい販売競争により、難しい事業運営を強いられました。

このような状況下、当社グループ(当社及び連結子会社)は、製販一体となった提案型営業による営業

基盤の拡大や業務効率の改善による利益向上に努める一方、製品の安全・安心の強化やコンプライアン

スの充実を図って参りました。 

この結果、当社グループ(当社及び連結子会社)の当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は138

億1千2百万円、営業利益は9億1千2百万円、経常利益は10億1千4百万円、四半期純利益は5億1千4百万円

となりました。 

事業の種類別セグメントの状況を示すと、次のとおりであります。 

  

① 製粉及び食品業 

製粉及び食品業におきましては、主力の小麦粉やミックス粉の販売価格改定を図ると共に営業活動を

積極的に進めたことや、ふすまや水産飼料の販売も順調であったことから、売上高は順調に推移しまし

た。また、生産及び物流などでの合併効果に加え、販売費の削減にも努めました。この結果、売上高は

121億5千2百万円、営業利益は9億2千7百万円となりました。 

  

② 外食事業 

外食事業におきましては、中食産業との競争激化や不採算店の整理を行ったことから、当第１四半期

連結会計期間(12月決算のため１～３月分を連結）の売上高は15億8千6百万円、営業損益は2千7百万円

の損失となりました。 

  

③ その他の事業 

その他の事業(運送業)におきましては、当社グループ外からの運賃収入は堅調に推移しましたが、燃

料費高騰の影響を受け、売上高は7千2百万円、営業利益は5百万円となりました。 

  

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ16億5百万円増加し、358億

1千5百万円となりました。この主な要因は、受取手形及び売掛金の増加5億9千8百万円、製品の増加5億

6百万円、原材料の増加8億8千7百万円によるものであります。  

 負債の残高は、前連結会計年度末に比べ12億6千9百万円増加し、160億4千7百万円となりました。こ

の主な要因は、短期借入金の増加22億7千4百万円、未払法人税等の減少7億1千2百万円によるものであ

ります。  

 純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ3億3千6百万円増加し、197億6千8百万円となりました。こ

の主な要因は、利益剰余金2億3千9百万円の増加によるものであります。  

 この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.6％減少して55.2％となりました。  

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は18億3千9百万円と前

連結会計年度に比べ2億3千8百万円(11.5%)減少しました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前四半期純利益9億2千1百万円、減価償却費2億9千2百万円等による資金の増加がありま

したが、売上債権の増加額5億8千7百万円、たな卸資産の増加額13億9千6百万円、法人税等の支払額9

億7千6百万円等による資金の減少により、営業活動によるキャッシュ・フローは、21億4千2百万円の

資金減少となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出1億4千7百万円等により、投資活動によるキャッシュ・フローは、1

億2百万円の資金減少となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の増加額23億円、配当金の支払額2億7千5百万円等により、財務活動によるキャッシ

ュ・フローは、19億9千4百万円の資金増加となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は1億7百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,923,646 46,923,646
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 46,923,646 46,923,646 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年６月30日 ― 46,923,646 ― 2,500 ― 4,036
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(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年３月31日現在で記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式573株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成20年３月31日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 981,000 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
   45,418,000 45,418 

同上

単元未満株式 普通株式 524,646 ― 同上

発行済株式総数 46,923,646 ― ―

総株主の議決権 ― 45,418 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日東富士製粉株式会社 

東京都中央区新川
      １－３－17 

981,000 ― 981,000 2.09

計 ― 981,000 ― 981,000 2.09

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
 ４月  ５月

 
 ６月

最高(円) 310 331 330

最低(円) 286 297 316

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四

半期レビューを受けております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,874 2,113

受取手形及び売掛金 7,686 7,088

商品 57 54

製品 2,402 1,895

原材料 3,598 2,711

その他 819 882

貸倒引当金 △22 △21

流動資産合計 16,416 14,724

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  3,569 ※1  3,650

機械装置及び運搬具（純額） ※1  3,428 ※1  3,511

土地 4,219 4,219

その他（純額） ※1  261 ※1  283

有形固定資産合計 11,480 11,665

無形固定資産   

のれん 11 12

その他 543 548

無形固定資産合計 554 560

投資その他の資産   

投資有価証券 5,872 5,687

その他 1,592 1,677

貸倒引当金 △100 △105

投資その他の資産合計 7,364 7,259

固定資産合計 19,399 19,485

資産合計 35,815 34,209
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,174 2,162

短期借入金 4,640 2,366

未払法人税等 293 1,005

賞与引当金 207 414

役員賞与引当金 7 33

その他 1,590 1,651

流動負債合計 8,913 7,632

固定負債   

長期借入金 4,000 4,002

退職給付引当金 371 411

役員退職慰労引当金 164 158

負ののれん 937 969

その他 1,660 1,603

固定負債合計 7,134 7,145

負債合計 16,047 14,778

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,500 2,500

資本剰余金 4,049 4,049

利益剰余金 12,018 11,778

自己株式 △239 △237

株主資本合計 18,328 18,090

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,439 1,340

評価・換算差額等合計 1,439 1,340

純資産合計 19,768 19,431

負債純資産合計 35,815 34,209
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(2)【四半期連結損益計算書】 
 【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月１日 
 至 平成20年6月30日) 

売上高 13,812

売上原価 10,676

売上総利益 3,135

販売費及び一般管理費  

販売手数料 200

販売運賃 535

貸倒引当金繰入額 0

給料及び手当 467

賞与引当金繰入額 112

役員賞与引当金繰入額 7

退職給付引当金繰入額 28

役員退職慰労引当金繰入額 9

その他 860

販売費及び一般管理費合計 2,222

営業利益 912

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 51

負ののれん償却額 32

その他 54

営業外収益合計 139

営業外費用  

支払利息 32

その他 4

営業外費用合計 36

経常利益 1,014

特別利益  

固定資産売却益 0

親会社株式売却益 19

その他 0

特別利益合計 20

特別損失  

固定資産除却損 17

減損損失 74

その他 22

特別損失合計 114

税金等調整前四半期純利益 921

法人税、住民税及び事業税 264

法人税等調整額 141

法人税等合計 406

四半期純利益 514
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年4月１日 
 至 平成20年6月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 921

減価償却費 292

減損損失 74

のれん償却額 1

負ののれん償却額 △32

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4

賞与引当金の増減額（△は減少） △206

退職給付引当金の増減額（△は減少） △40

受取利息及び受取配当金 △52

支払利息 32

親会社株式売却益 △19

固定資産売却損益（△は益） △0

固定資産除却損 17

売上債権の増減額（△は増加） △587

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,396

その他の流動資産の増減額（△は増加） △109

仕入債務の増減額（△は減少） 11

その他の流動負債の増減額（△は減少） △61

その他 △27

小計 △1,186

利息及び配当金の受取額 52

利息の支払額 △32

法人税等の支払額 △976

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,142

投資活動によるキャッシュ・フロー  

親会社株式の売却による収入 19

有形固定資産の取得による支出 △147

有形固定資産の売却による収入 1

投資有価証券の取得による支出 △3

差入保証金の回収による収入 31

その他 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △102

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,300

長期借入金の返済による支出 △28

配当金の支払額 △275

自己株式の取得による支出 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,994

現金及び現金同等物に係る換算差額 11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △238

現金及び現金同等物の期首残高 2,078

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,839
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 会計処理の原則及び手続の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準

第９号)を当第１四半期連結会計期間より適用

し、評価基準については、原価法から原価法(収

益性の低下による簿価切下げの方法)に変更して

おります。 

 これに伴う損益に与える影響額は、売上総利

益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益が25百万円、四半期純利益が15百万円それ

ぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。  

 

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１ 棚卸資産の評価方法 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。 

  

２ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

【追加情報】 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

(有形固定資産の耐用年数の変更) 

 当社は、有形固定資産(機械装置)の耐用年数につい

て、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を

契機として見直しを行っております。 

 これに伴う損益に与える影響額は、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益が22百万円、四半期純

利益が13百万円それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。  
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 21,662百万円

 
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 21,573百万円

 ２ 偶発債務 

 下記の借入金に対し保証を行っております。 

 
 従業員 248百万円

 ２ 偶発債務 

 下記の借入金に対し保証を行っております。 

 
 従業員 225百万円

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

―――――――――――――――――――― 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 1,874百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △35 〃 

現金及び現金同等物 1,839百万円

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 46,923,646

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 985,735
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４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 275 6.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。  

２ 各事業の主要な製品等 

 (1) 製粉及び食品業………小麦粉・ふすま・プレミックス粉・食品・水産飼料等  

 (2) 外食事業………………ケンタッキーフライドチキン等  

 (3) その他の事業…………運送業  

３ 会計処理の原則及び手続きの変更 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 １ 会計処理の原則及び手続の変更 

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおり、当第１四半期連結累計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。  

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間における営業利益は、

「製粉及び食品業」が25百万円減少しております。  

４ 「追加情報 (有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、当社は、有形固定資産(機械装置)の耐

用年数について、当第１四半期連結累計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行っております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間における営業利益は、

「製粉及び食品業」が22百万円減少しております。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

製粉及び 
食品業 
(百万円)

外食事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

12,152 1,586 72 13,812 ― 13,812

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

1 ― 557 559 (559) ―

計 12,153 1,586 630 14,371 (559) 13,812

営業利益又は営業損失(△) 927 △27 5 905 6 912

─ 19 ─



(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第１四半期連結累計期間 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

430.32円 422.96円

項目 

当第１四半期 

連結会計期間末 

(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末 

(平成20年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 19,768 19,431

普通株式に係る純資産額(百万円) 19,768 19,431

普通株式の発行済株式数(千株) 46,923 46,923

普通株式の自己株式数(千株) 985 981

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(千株) 45,937 45,942

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 11.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 514

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 514

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,940

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成20年８月13日

日東富士製粉株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

東富士製粉株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東富士製粉株式会社及び連結子会社の平

成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  啓  之  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  多  田    修    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  廿  楽  真  明  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月13日 

【会社名】 日東富士製粉株式会社 

【英訳名】 NITTO FUJI FLOUR MILLING CO.,LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 近 藤 和 威 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央新川一丁目３番17号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長近藤和威は、当社の第111期第１四半期(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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